














　　O.P. ± 0m は、東京湾平均海面（Tokyo Peil）下方 0.727m すなわち










































































一原発における津波高さは最大 13・6 メートルになる（東電による 2008 年






場合（M8・3）を想定して独自の津波浸水予測を 2007 年 10 月に公表し、そ
の結果の影響を受けて東海第二原発（日本原電）は、津波に備えて側壁をか















て 2014 年 7 月 23 日付で東電の勝俣恒久元会長、武藤栄元副社長及び武黒一
郎元副社長の 3 人に対する業務上過失致死傷罪につき「起訴相当」議決を行っ


















これに基づく津波高の試算に基づいて、2008 年 3 月に、「福島第一原発の沖
合を含む日本海溝沿いでマグニチュード 8 クラスの津波地震が 30 年以内に
20 パーセント程度」の確率で発生すると事前に予想されており、「福島第一






















































































































































































































































































前段・42 条 1 項前段）に家裁送致しなければならず、逆送を受けた検察官
は「公訴を提起するに足りる犯罪の嫌疑があると思料するときは、公訴を提






が相当」65、というのが確立した最高裁判例なのである。11 名中 8 名の賛成
で「起訴相当」議決を可能ならしめている検察審査会法 39 条の 5 第 2 項・
41 条の 6 第 1 項後段も、上述の現行法や最高裁判例とも整合性があるといっ
てよいであろう66。論者の議論によれば、「罪を犯したことを疑うに足りる


































































































































































（2015 年 1 月 22 日付）
別紙犯罪事実（次欄「犯罪事実の要旨」
参照―筆者注）につき、起訴すべきである。




いう。）は、平成 14 年 10 月から東京電力
株式会社（以下「東京電力」という。）の












武藤」という。）は、平成 17 年 6 月から
東京電力の執行役原子力・立地本部副本
部長として、平成 20 年 6 月からは東京電
力の常務取締役原子力・立地本部副本部





































































平成 19 年 11 月ころより、東京電力では、
耐震バックチェックにおける津波評価に
つき、推本の長期評価の取扱いに関する







藤においては少なくとも平成 20 年 6 月に
はその報告を受け、被疑者武黒において
は少なくとも平成 21 年 5 月ころまでには
その報告を受け、被疑者勝俣においては








武藤は少なくとも平成 20 年 6 月以降、被
疑者武黒は少なくとも平成21年5月以降、














運転を継続した過失により、平成 23 年 3







































































































































































































































クを平成 21 年 6 月に終了させる予














エ　平成 19 年 11 月 19 日、東電設
計からは、推本の長期評価を用いた
概略的な津波水位が O.P. ＋ 7.7 メー
トル以上となる旨の試算結果が出さ
れた。















大値が敷地南部で O.P. ＋ 15.7 メー
トルとなる旨の試算結果が出され
た。これは、福島第一原発の想定津


























































が敷地南部で O.P. ＋ 13.6 メートル
となる旨の結果を受領した。











算結果が、福島第一原発で O.P. ＋ 8.6
メートル～ 9.2 メートルとなるとの
結果を受領した。



















イ　海外では、1999 年（平成 11 年）
12 月のフランスのルブレイエ原発の






マドラス原発の事故や平成 17 年 8
月に発生した宮城県沖地震を受け、
保安院と独立行政法人原子力安全基































エ　平成 18 年 5 月 11 日に開催され
た第 3 回溢水勉強会では、福島第一











































































































































































年 10 月の福島第一原発 1 号機の海




























































































































俣」という。）は、平成 14 年 10 月
から東京電力の代表取締役社長とし





黒」という。）は、平成 17 年 6 月か
ら東京電力の常務取締役原子力・立






　被疑者武藤は、平成 17 年 6 月か
ら東京電力の執行役原子力・立地本



























も平成 19 年 12 月には、耐震バック
チェックにおいて、長期評価を取り
込む方針が決定されていた。
　また、平成 20 年 2 月 16 日に実施
された地震対応打合せでは、被疑者






　（3） 　その後、平成 20 年 3 月 18 日には、
東電設計から、推本の長期評価を用


















は平成 20 年 8 月に被疑者武黒に報
告した旨供述している。）、被疑者武




ことが間違いない平成 20 年 2 月 16
日の地震対応打合せでも推本の長期
評価に基づく O.P. ＋ 7.7 メートルの
試算結果の報告を受けた記憶がない
と供述し、その後においても推本の





























成 21 年 6 月までには推本の長期評




















































































































































































































































































を踏まえ、既に、O.P. ＋約 20 メー
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